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本日の御議論
 再エネの大量導入とレジリエンスの強化に対応した電力ネットワークの次世代化について

は、2021年９月、本小委員会において、当面の系統整備の在り方や既存系統の有
効利用の方策など、今後の政策の基本的な方向性をとりまとめていただいた。

 その後、とりまとめに沿って、マスタープランの策定に向けた検討や、ノンファーム型接続の
適用拡大に向けた検討が進められる一方、政府全体では、新たなエネルギ－基本計画
の策定を受けて、クリーンエネルギー戦略の策定に向けた議論が始まっている。

 また、2023年度には、送配電事業に必要な資金の確保と効率性の向上の両立を目
指す新たな託送料金制度（レベニューキャップ制度）が導入される予定であり、現在、
一般送配電事業者において、料金申請に向けた準備が進められている。

 こうした状況を踏まえ、本日は、電力ネットワーク政策を巡る直近の動向及び各施策の
進捗状況を御報告の上、足下の課題と今後の検討課題について、幅広い視点から御
議論いただく。



１．電力ネットワークを巡る直近の動向
２．各施策の進捗状況と主な論点
３．今後の電力ネットワーク政策の在り方
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１．電力ネットワークを巡る直近の動向
 2050年のカーボンニュートラル実現に向けて、再エネ導入の更なる加速化が求められる

中、電力ネットワークも更なる変革が求められている。
 2021年12月、第207回国会での岸田総理の所信表明演説においては、カーボン

ニュートラルの実現に向けて、「社会のあらゆる分野を電化させることが必要」であり、「送
配電網のバージョンアップ」がその肝となるとされた。

 その後、需要サイドのエネルギー転換の方針や新たな投資につながるビジネス・産業の道
筋を示すクリーンエネルギー戦略の策定に向けた議論が始まり、2022年１月の第208
回国会での岸田総理の施政方針演説においては、送配電インフラ等の論点について、
「方向性を見出していく」とされた。

 一方、電力ネットワークの整備に必要な投資の確保とコスト効率化の両立を目的とする
新たな託送料金制度（レベニューキャップ制度）の詳細について、2021年11月、電
力・ガス取引監視等委員会 料金制度専門会合において中間とりまとめがなされ、現在、
各一般送配電事業者において、年央の料金申請に向けた準備が進められている。
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（参考）電力ネットワークに関する総理演説
第207回国会における岸田内閣総理大臣所信表明演説（2021.12.6）
人類共通の課題である気候変動問題。

この社会課題を、新たな市場を生む成長分野へと大きく転換していきます。
2050年カーボンニュートラル及び2030年度の46％排出削減の実現に向け、再エネ最大限導入のための規制の見直し、及び、ク

リーンエネルギー分野への大胆な投資を進めます。 目標実現には、社会のあらゆる分野を電化させることが必要です。
その肝となる、送配電網のバージョンアップ、蓄電池の導入拡大などの投資を進めます。

第208回国会における岸田内閣総理大臣施政方針演説（2022.1.17）
2030年度46％削減、2050年カーボンニュートラルの目標実現に向け、単に、エネルギー供給構造の変革だけでなく、産業構造、

国民の暮らし、そして地域の在り方全般にわたる、経済社会全体の大変革に取り組みます。
どの様な分野で、いつまでに、どういう仕掛けで、どれくらいの投資を引き出すのか。経済社会変革の道筋を、クリーンエネルギー戦略

として取りまとめ、お示しします。
送配電インフラ、蓄電池、再エネはじめ水素・アンモニア、革新原子力、核融合など非炭素電源。需要側や、地域における脱炭素

化、ライフスタイルの転換。資金調達の在り方。カーボンプライシング。多くの論点に方向性を見出していきます。

岸田内閣総理大臣年頭記者会見（2022.1.4）
クリーンエネルギー戦略を議論する会議に私自身が出席し、炭素中立型に経済社会全体を変革していくために、関係各省で総力を
挙げて取り組むよう指示を行うことにしました。再エネ大量導入時代に向けた送配電インフラのバージョンアップや再エネ最優先の
ルール作り、通信・エネルギーインフラの一体的整備、蓄電池への投資強化、再エネを始め、水素、小型原子力、核融合など非炭素
電源の技術革新・投資強化、地域における脱炭素化、炭素中立型の産業構造への転換とそのための労働市場改革の在り方など、
多くの論点に方向性を見いだしていきます。









１．電力ネットワークを巡る直近の動向
２．各施策の進捗状況と主な論点
３．今後の電力ネットワーク政策の在り方
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２．各施策の進捗状況
 電力ネットワークの次世代化に向けて、2021年９月の本小委員会中間とりまとめに沿っ

て、送配電網の新設・増強や、既存設備の有効利用に向けた接続ルールの見直しなど
の各施策が進められている。

 まず、送配電網の増強については、2022年度中のマスタープランのとりまとめに向けて、電
力広域機関において、新たなエネルギー基本計画の策定を踏まえて更なる検討が進めら
れている。

 また、新規電源の早期接続を可能とするノンファーム型接続については、2022年４月に
空き容量のある基幹系統にも拡大される予定であり、ローカル系統についても、2022年
度末頃の受付開始に向けた検討が進められている。

 一方、ノンファーム型接続の適用が始まった基幹系統における混雑処理については、従
来の先着優先に代わり、 S＋3Eの観点から限界費用等を踏まえた出力制御（再給電
方式）を2022年中に開始できるよう、準備が進められている。

 こうした中で、本日は、以下の３つの論点について御議論いただく。
論点① 海底直流送電に関する検討課題と今後の進め方
論点② 再エネ大量導入に向けたローカル系統の増強の在り方
論点③ ノンファーム型接続の適用の課題















論点① 海底直流送電に関する検討課題と今後の進め方
 2021年12月の本小委員会において、海底直流送電等については、できる限り早期の

計画策定プロセス開始に向けて検討を加速するとされた。
 今後、検討を加速化するため、以下の役割分担の下、検討を進めることとし、その進捗

状況について、春頃を目途に報告することとしてはどうか。
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主な課題 ※１ 主な検討事項 当面の検討 ※２

①事業実施主体等 ・実施主体の組成
・ファイナンス、費用回収 エネ庁

②先行利用者との関係等 ・先行利用者等の特定
・海域の実地調査等 エネ庁

③ケーブルの敷設方法等 ・ケーブルの敷設方法等
・メンテナンス手法の検討等 エネ庁

④既存系統への影響評価等 ・地内系統への影響
・地内発電機への影響等 一般送配電事業者 ※３

⑤敷設ルート・設備構成等
・②、③等を踏まえたコスト等の検討
・再エネポテンシャルの整理（※）
・費用便益評価等

電力広域機関
（※）エネ庁とも連携

※１：主な課題を例示。他に追加的な課題があればあわせて検討を行う。
※２：計画策定プロセス開始後は、電力広域機関（広域系統整備委員会）を中心に検討
※３：エネ庁等から示す一定の前提条件を踏まえて検討
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（参考）系統増強に関する検討の加速について

 エネルギー基本計画における再エネ目標の大幅な引上げを実現するため、系統制約へ
の対応はますます重要。足元は系統接続・利用ルールの見直しを行いつつ、中長期的
には系統増強が不可欠。

 2030年再エネ目標の達成等に向けて、系統制約への対応等が急がれる中で、既にマ
スタープランの中間整理において将来においてもメリットがあると考えられる①北海道～東
京／東北ルート新設、②九州～中国ルート増強、③中地域増強については、できる
限り早期の計画策定プロセス開始に向けて検討を加速することとしてはどうか。

 例えば、広範囲に及び大容量・長距離である等の理由から、既存系統への影響が大き
く、関係者が広範にわたると見込まれる①北海道～東京／東北ルート新設については、
工事概要や概略ルート等の技術的な検討を更に深めるとともに、地内系統への影響
評価等の検討を進め、系統整備に向けた事業実施主体に関する課題検討を直ちに
始めることとしてはどうか。

（出所）第38回 再生可能エネルギー大量導入・次世代ネットワー
ク小委員会（2021年12月24日）資料1
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論点② 再エネ大量導入に向けたローカル系統の増強の在り方
 ローカル系統の増強については、2021年５月の本小委員会において、「2023年度にレ

ベニューキャップ制度の開始に合わせて策定される増強計画においては、（中略）期初
から２～３年以降を見据え、便益が費用を上回る場合に増強するという増強規律の下
で、プッシュ型で判断される増強計画を策定することが期待される」とされた。

 その際、プッシュ型で判断される増強計画の費用については、「全額一般負担とすること
を基本」とする旨の整理がなされたところである。

 ローカル系統については、2022年度末頃を目途にノンファーム型接続の受付を順次開
始することを目指すとされており、建設に数年以上かかる設備増強をあえて行わず、ノン
ファーム型接続を進めていくことも考えられる。

 他方、例えば、既に多数の接続要望が寄せられているローカル系統の場合、将来、ノン
ファーム型接続の適用開始後、早期に出力制御が高い頻度で発生する可能性があり、
現時点において、増強規律の下でプッシュ型で設備増強に着手することに合理性はある
と考えられる。

 ただし、プッシュ型のローカル系統の増強は、電源の導入が予定通り進まなかった場合、
結果的に設備余剰につながる可能性がある。
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論点② 再エネ大量導入に向けたローカル系統の増強の在り方
 こうした中で、現在の増強規律なども踏まえ、一般送配電事業者において、どのような

ローカル系統について、プッシュ型の増強を行うことが期待されるか。
 例えば、洋上風力の区域指定プロセスが進められている場合などの将来的な再エネ導

入を見越して先行的にローカル系統の増強に着手することについて、どのように考えるか。
 そのような再エネ導入に向けてプッシュ型の増強判断を行うに際し、どのような条件が満た

されていれば、増強設備の利用率が結果的に低くなったとしても増強を許容できるか。
 こうした課題について検討を深めるため、ローカル系統の増強方針等について、例えば、

各一般送配電事業者に確認するなどしつつ、事務局から本小委員会に報告することと
してはどうか。





ノンファーム型接続の適用拡大における課題
 2022年4月に実施予定の全基幹系統におけるノンファーム型接続の適用は、2021年1月の空き

容量の無い基幹系統へのノンファーム型接続とは異なり、再エネ等の新規電源の早期接続を目的と
するものではなく、将来的なメリットオーダーでの系統運用に向けた準備的な取組の一環※である。
※ノンファーム型で接続した電源が多い方が運用が容易

 そのようなノンファーム型接続の適用において、円滑な移行を図る観点から課題を整理すると、前回の
小委員会でお示ししたとおり、ローカル系統以下に連系する電源※について、以下のような課題が存
在する。 ※受電電圧がローカル系統の電圧階級以下の電源

（課題①：出力制御機器）

 一部電源種（中小水力、バイオマス、地熱等）では出力制御機器の追加調達が必要であるが、市
場購入が容易でない場合があり得るため、現在メーカー等に対して調査中。

（課題②：ローカル系統へのノンファーム型接続の適用の在り方）

 ローカル系統へのノンファーム型接続の運用の詳細が定まっていないため、出力制御の見通しを算定
することが困難。ローカル系統へのノンファーム型接続の適用の在り方については、今後、東電PGエリア
での試行適用等を踏まえ、本小委員会にて整理を行う予定。

（課題③：各種市場への参入）

 本小委員会でのローカル系統へのノンファーム型接続の適用の在り方の整理等を踏まえ、各種市場
でのローカル系統起因の制約の扱いについては、必要に応じて関係する審議会等で検討が進められ
ることとなる。
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（参考）前回の本小委員会での議論

（出所）2021年12月24日 第38回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1
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（参考）ノンファーム型接続適用電源の各種市場への参加

（出所）第58回 広域系統整備委員会（2022年1月26日）資料1より



ノンファーム型接続の適用拡大の方向性
 2022年4月に全ての基幹系統にノンファーム型接続を適用するに際し、ローカル系統以下

に連系する電源については、出力制御機器等の課題が残っている。
 このため、新たな仕組みへの円滑な移行を確保する観点から、まずは、対象電源を基幹系
統に新たに連系する電源※に限定することとしてはどうか。
※受電電圧が基幹系統の電圧階級で、2022年4月1日以降に接続検討の受付を行った電源

 その上で、ローカル系統以下に連系する電源については、課題解決の目処・方針がたった
段階で、ノンファーム型接続として扱う具体的なスケジュール等を示すこととしてはどうか。
※ファーム型接続適用電源／ノンファーム型接続適用電源の扱いについては、今後、市場主導型など混雑管理の議論を踏まえて、
扱いが変わりうることに留意が必要

 空き容量のない基幹系統とその配下のローカル系統等に連系する電源については、これま
でと同様、早期連系を可能とする方策として、ノンファーム型接続の電源として扱われること
となる。
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2022年4月1日のノンファーム型接続の扱いの周知
 2022年4月1日以降に基幹系統に新たに連系する電源※を全てノンファーム型接続適

用電源と扱うため、2022年3月上旬を目処に、以下の周知・広報を実施予定。
※受電電圧が基幹系統の電圧階級で、2022年4月1日以降に接続検討の受付を行った電源

①ホームページでの周知・広報
 電力広域機関HPや資源エネルギー庁HP（なるほど！グリッド）において、制度概

要及び制度のQ&Aや各社のHPのリンクなどを掲載・更新
 各一般送配電事業者のHPにおいて、上記HPのリンクなどを掲載

②メール等による周知
 再エネの各業界団体による会員向け



出力制御に対応した機器の設置を求める規定
 現状、空き容量の無い基幹系統にノンファーム型で接続する電源に対しては、一般送配電

事業者と発電事業者の間で取り交わす同意書において、出力制御に対応した機器等の
設置を求めている。

 また、太陽光等については、「電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン」（以
下、「ガイドライン」という。）において、一般送配電事業者からの求めに応じ、需給バランス
制約の出力制御機器の設置を行う旨を規定している。

 2022年4月1日以降、基幹系統に新たに連系する電源※をノンファーム型接続適用電源
として扱う場合、同意書による機器設置の求めではなく、ガイドラインにより出力制御に対応
した機器等の設置を担保していく必要があり、今後、ガイドラインの改定を行うこととする。
※受電電圧が基幹系統の電圧階級で、2022年4月1日以降に接続検討の受付を行った電源

 なお、ガイドライン及び託送供給等約款の改訂までの間は、現状と同様、発電事業者との
間で取り交わす同意書により機器等の設置を担保する予定。
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○電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン（令和元年10月7日） 抜粋

３．発電出力の抑制
逆潮流のある発電設備のうち、太陽光発電設備及び風力発電設備には、一般送配電事業者からの求めに応じ、発電出力の抑制ができる機能を有する逆変

換装置やその他必要な装置を設置する等の対策を行うものとする。
逆潮流のある発電設備のうち、火力発電設備及びバイオマス発電設備（ただし、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法

（平成２３年法律第１０８号）に定める地域資源バイオマス電源であって、燃料貯蔵や技術に由来する制約等により出力の抑制が困難なものを除く。）は
発電出力を技術的に合理的な範囲で最大限抑制することができるよう努めることとし、その最低出力を多くとも５０％以下に抑制するために必要な機能を具備
する等の対策を行うものとする。ただし、自家消費を主な目的とした発電設備等については、個別の事情を踏まえ対策の内容を協議するものとする。



１．電力ネットワークを巡る直近の動向
２．各施策の進捗状況と主な論点
３．今後の電力ネットワーク政策の在り方
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電力ネットワークを取り巻く環境変化
 1960年代以降、国内の電力ネットワークの整備は、経済成長に合わせて増加する電

力需要を満たすために建設された、需要地から比較的離れた大規模電源を結ぶ形で
進められてきた。

 経済成長率が鈍化した1980年代以降も電化の進展等により電力需要は伸び続けた
が、2000年代以降はほぼ横ばいとなり、2011年の東日本大震災以降は、節電の浸
透等により減少傾向にある。

 こうした中で、再エネ導入の加速化を進める上で、今後は、多数の再エネ適地と都市部
に集中する需要をどのように効率的に結ぶかが課題となる。

 再エネの導入拡大に向けては、送電網の増強を待たずに接続できるよう、ノンファーム型
接続の適用が基幹系統から始まるとともに、ネットワークの運用（混雑管理）は、先着
優先からメリットオーダーへ変わりつつある。

 加えて、ネットワーク整備の費用負担も、マスタープラン等を踏まえ、費用便益評価により
増強する広域連系系統については全国で負担を調整する等の全国調整スキームが適
用されており、ローカル系統については、2023年度のレベニューキャップ制度開始に合わ
せて策定されるプッシュ型の増強計画に基づき増強する場合は、原則として全額一般負
担となるなど、電力ネットワークを取り巻く状況は、大きな変革期を迎えている。
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（参考）近年の電力需要の推移
（出所）令和2年度エネルギーに関する年次報告 （エネルギー白書2021）







（参考）分散グリッド化の意義
 TSOの広域化に対し、DSOの分散グリッド化を進める意義としては、次のようなものが

考えられる。

１．地域の電力供給レジリエンスの向上
• 災害時等に、オフグリッド化し独立運用することにより、配電エリア内の需要家に対して電力供給サービスを継

続することが可能となる。

２．地域再エネの地産地消ビジネスの深化
• 地域新電力などが、地域再エネを調達して地域に供給することに加え、平時から分散グリッドの運用を行うこと

により、地域で、発電・配電・小売のサプライチェーン全体を担うことが可能となる。
※FIP制度を活用し、小売が地域再エネを相対契約で調達を行えば、小売は電力市場価格リスクを負うこと無く電力調達

が可能となり、発電はプレミアムを得ることが可能。
※電気だけでなく、他の公益サービスも含めた地域サービスへの展開も可能（シュタットベルケモデル）

３．再エネの大量かつ効率的な導入
• 再エネ大量導入の下では、送配電網は柔軟性の向上が不可欠であるところ、EVやDRなども含めた地域リ

ソースも活用した分散グリッドモデルは、中長期的に再エネの大量かつ効率的な導入に資する。
※地域で再エネを活用するように需給・系統管理をを行う分散グリッドの導入は、短期的にはコスト増や地域再エネの出力

抑制増につながる可能性もある。
※それでも、中長期的に日本全体で再エネの大量かつ効率的な導入を目指すためには、送配電網の柔軟性の向上が不可

欠であることを踏まえれば、こうした先進的な取組を支えるための短期的なコスト増については、地域だけでなく系統全体で
支えていくことが重要。 33



（参考）設備利用の高度化に向けた送配電のデジタル化の取組例～UFR制御の高度化

 UFR (周波数低下リレー)は、事故時に周波数の低下を検知し、ブラックアウトしないよう
需要を遮断する装置。これまでは、事故時の電源確保の観点で逆潮流の可能性があ
る回線は遮断対象から除外されていたが、大量の変動再エネ電源が接続されている場
合には時間帯によって逆潮するかどうか異なる中、必要な遮断量が確保できない可能性
がある。

 UFR制御の高度化により、その時々の負荷や逆潮流の大きさに応じて需要遮断の最適
化が可能となる。

34

＜現状＞ ＜導入後＞
遮断対象変更は現地での設定が必要となる
ため、頻繁な変更ができない

時々刻々の逆潮流の状況と遮断必要量に
応じて、遮断対象をリアルタイムで選定し、負
荷遮断。



 地域の分散型電源の活用を進めていく観点や、自然災害に対する耐性（レジリエンス）を高める
等の観点から、地域に存在する分散型電源を活用した分散型グリッドの構築が重要。

 そのため、一般送配電事業者に代わり、地域において配電網を運営し、緊急時には地域の分散型
電源を活用し独立したネットワークをして運営できる「配電事業」を電気事業法上に新たに位置付
け。

（参考）配電事業制度について

35

① 災害時に、地域の配電網を切り離して独立して運用することで、電
力供給が継続し、街区規模等での災害対応力の強化

② 多様な事業者の参入や系統運用に関する新技術の導入などによる
イノベーションの促進

③ 新規事業者による運用・管理等の工夫や分散型電源の活用による
設備のダウンサイジングやメンテナンスコストの削減

○むつざわスマートウェルネスタウン（千葉県睦沢町）
（株）CHIBAむつざわエナジーは、天然ガスコジェネと
再エネ（太陽光と太陽熱）を組み合わせ、自営線
（地中化）で道の駅（防災拠点）と住宅へ供給。コ
ジェネの排熱は道の駅併設の温浴施設で活用。
2019年台風15号による大規模停電時においても、

再エネと調整力（コジェネ）を組み合わせたエネルギー
の面的利用システムを構築することで、災害時の早期
復旧に大きく貢献。

■地域の配電網を運用している事例■配電事業への新規参入により期待される効果







（参考）設備利用の高度化に向けた送配電のデジタル化の取組例～慣性力の把握

 地震等による事故時に連鎖的に電源脱落しないためには一定の慣性力が必要。非同
期電源である再エネの出力が大きい時間帯には慣性力が低下することになるが、現在は
リアルタイムに慣性力を把握する仕組みがなく、必要な慣性力が確保できていない可能
性。

 慣性力を把握することで、必要な慣性力を確保することが可能となる。

38

＜現状＞ ＜導入後＞
課題：再エネの導入拡大に伴い、慣性力が低下
しているが、リアルタイムに把握する仕組みがなく、
必要な慣性力を確保できていない可能性。

リアルタイムに慣性力を把握することで、必要
な慣性力を確保することが可能となる。

○慣性力の測定方法（例）
・系統中にPMU(フェーザ計測装置)を設置して算出
・微小な負荷変動を発生させ、その応答から算出
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（参考）設備の仕様統一化に向けたこれまでの取組
（出所）第11回再生可能エネルギー大量導入・
次世代電力ネットワーク小委員会（2018年12月26日） 資料4



40

（参考）設備の仕様統一化に向けたこれまでの取組
（出所）第11回再生可能エネルギー大量導入・
次世代電力ネットワーク小委員会（2018年12月26日） 資料4



今後の電力ネットワーク政策の在り方（基本的な視点）
 2050年のカーボンニュートラルの実現に向けて、官民挙げた取組が進められる中で、国

民生活及び経済活動に欠かせない電力の供給を支える電力ネットワークは、これまで以
上に重要な役割を担うこととなる。

 まず、ネットワーク全体の安定性を確保しつつ、太陽光をはじめとする小規模かつ多数の
電源の早期の接続を可能とするためには、ネットワーク運用の高度化を前提としたノン
ファーム型接続の適用拡大とともに、プッシュ型のネットワーク整備が必要となる。

 また、国際競争が一層厳しさを増し、経済社会の変化のスピードが速くなっている中で、
データセンター等の大規模な電力需要に速やかに対応することが、産業政策の観点から
も欠かせない。

 こうした環境変化を踏まえ、今後の電力ネットワーク政策の在り方の検討に際しては、以
下の視点に立って検討を進めることとしてはどうか。
・電源及び需要を含めた電力システム全体の最適化
・長期的な電源及び需要の動向を先取りしたネットワーク整備・運用
・広域的なネットワークと地域分散型ネットワークの管理・運用のバランスと融合
・再エネ政策や火力政策、更には情報産業政策等の他分野の政策との連携

 また、こうした政策を実現するため、レジリエンス、脱炭素、DX化等の観点から、次世代
投資として何が必要か、あわせて検討を進めてはどうか。

41



【電力ネットワークの役割・機能】
 電力ネットワークの役割・機能について、どのように考えるか。電源及び需要を所与として、両者を効率的に

結ぶだけでなく、ネットワークの最適利用に向けて電源や需要を積極的に誘導するためには、どのような方策
が考えられるか。

 日々の電力需給に関する情報や、発電、潮流等に関する情報等、一般送配電事業者が保有する電力
ネットワークに関する情報を積極的かつできる限りリアルタイムに公開するような取組が進められているところ。
これら取組を進めていく上で、スケジュール、情報公開の拡大による効果、関係事業者間の競争上の影響
等を踏まえ、どのような課題が考えられるか。

【ネットワーク整備の在り方】
 より多くの電源接続を可能とする上で、設備増強（ハード）と混雑管理の高度化（ソフト）のバランスに

ついて、どのように考えるか。ノンファーム型接続の適用拡大により、短期的にはネットワークの利用率が上昇
する一方、中長期的には送電線混雑による出力制御の増加が見込まれる中、送電線の増強の在り方に
ついて、どのように考えるか。

 広域的なネットワークの管理・運用と、地域分散型のネットワークの管理・運用のバランスについて、どのよう
に考えるか。広域的なネットワーク形成の観点から、地域間連系線や地内基幹系統の増強を広域的に進
めつつ、配電レベルで分散化する電源や需要に効率的に対応するためには、どのような方策が考えられるか。

 さらに、今後のカーボンニュートラル社会を見据えれば、地域分散型ネットワークと中央のネットワークを融合
した管理・運用が不可欠と考えられる中、配電事業者や一般送配電事業者におけるこうしたイノベーティブ
な融合を後押しし、従来の実証段階から実用段階へと至らしめるため、どのような方策が考えられるか。
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今後の検討課題①
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今後の検討課題②
【費用負担と回収方法】
 電力ネットワークの整備コストの負担について、どのように考えるか。ネットワークの拡大は、

再エネの導入拡大や供給の安定性向上、需給調整の効率性向上等の複数の効果を
有する中で、その費用負担について、どのように考えるか。

 例えば、再エネの早期接続を可能にするための地域内の設備増強について、その費用を
回収する仕組みについて、どのように考えるか。

【効率性の向上】
 電力ネットワークの次世代化を進めつつ、その維持・増強コストの低減を図るため、これま

で進めてきた仕様の統一化やデジタル技術の活用等において、更に取り組むべき課題は
何か。例えば、運用の高度化に不可欠なデジタル化の推進に当たり、技術面、人材面
等でどのような課題と対応が考えられるか。

 電化が進む中、ネットワークの増強コスト低減に向けて、データセンターや大型蓄電池等
の大規模な需要の立地誘導や、EV等の制御の高度化によるピークシフト等を進める上
で、どのような課題と対応が考えられるか。


